
 

 

行財政改革計画（案） 
      2021-2025 

 
魅力あふれる京都を皆さんと共に 

未来へ！ 

 

              

  
令和３年６月 

京都市は，２つの大きな困難に直面しています。 

ひとつはコロナ禍。未知の感染症拡大は，差し迫った生命の危機をもたらす

だけでなく，地域活動や経済活動の停滞による生活の危機をもたらしていま

す。感染拡大防止，ワクチン接種に万全の体制を持って臨むことはもとより，

厳しい状況にある市民生活，地域企業等の下支えが必要であることは言うま

でもありません。行政が，市民生活のセーフティネットとして必要な機能を果

たすため，時機を逃さず躊躇のない支援が必要です。 

そして，もうひとつは財政の危機。毎年度の収入だけで，その年度の支出を

賄えない収支バランスの不均衡が長く続いています。この収支不足を，将来の

借金返済のために積立てている公債償還基金を取崩して補てん，いわば，将来

世代に負担を先送りする非常事態が続いています。このままでは，公債償還基

金が枯渇し，10 年以内に市の財政は破綻。急激かつ大幅な行政サービスの低

下を招きかねません。財政構造の改革は先送りを許されず，待ったなしです。 

それでも，京都のまちには，歴史や文化，伝統に根差しかつ創造的，先進

的な，このまちならではの，人々を惹きつける力があると信じています。 

山紫水明の自然と共に生きることを尊び，我が国の歴史や文化を育んでき

た場の力・まちの力が，伝統と先端を融合させる心意気が，今もこのまちに

脈々と息づいています。 

わたしたちは，このまちをより素晴らしいものとして，次の世代に繋いで

いかねばなりません。 

そのためにも，市民やまちづくりを支える京都市の行財政の仕組みが次の

世代にもきちんと機能するよう，制度疲労を起こしてしまった現在の仕組み

を見つめ直し，今「挑戦」と「改革」を断行することが求められています。 

市民の皆様と共に，このまちの力を信じ，明るい今と未来を切り拓いてまい

ります。 

概要版 
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本市財政の現状と持続可能な行財政への道筋 
 

① 本市財政の現状 
  本市では，支出に必要な財源を市税や国からの地方交付税等で賄いきれず，  

公債償還基金の計画外の取崩しなど，特別の財源対策（将来世代への負担の先送

り）で補てんしており，極めて危機的な財政状況 

  公債償還基金は，将来，市債を返済するための積立金であるが，本来あるべき

2,203 億円のうち４割近くを既に別の用途で(財源不足の穴埋めのために)取崩し 

 

 

 

②今後の収支の試算（令和 2 年 11 月） 
令和 3 年度以降，毎年 500 億円以上の財源不足が続き，対策を講じなければ， 

公債償還基金は令和 6 年度に枯渇。令和 7 年度には 900 億円以上の累積赤字が  

発生，本市は財政再生団体（市民サービスが一気に低下）への転落の危機に 

 

 

 

 

③持続可能な行財政への道筋 
 (１)令和 7 年度末に公債償還基金の残高を 1,000 億円以上確保（必達目標） 

歳出の項目ごとに上限を設け，これを遵守して令和 4 年度以降の予算編成を

実施。これにより歳出を圧縮し，毎年の財源不足を 230 億円以下（公債償還基

金の計画外の取崩しは 160 億円以下）に抑制。基金の枯渇を確実に回避 

 

 

 

 

 (２)令和 15 年度までに公債償還基金の計画外の取崩しから脱却 

行財政改革の継続に加えて，都市の成長戦略による収入増加により，今後 10

年以内の早期に 160 億円以上の一般財源収入の増加を目指し，公債償還基金の

計画外の取崩しから脱却 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3～7 年度公債償還基金の計画外の取崩し 毎年 500 億円程度 
令和 7 年度末公債償還基金残高           ゼロ（枯渇） 
→ 財政再生団体への転落危機 

令和 4～7 年度公債償還基金の計画外の取崩し 毎年 160 億円以下 
令和 7 年度末公債償還基金残高        1,000 億円以上 
→ 財政再生団体への転落を確実に回避 

令和 15 年度の公債償還基金の計画外の取崩し       ゼロ 
→ 収入増により，令和 15 年度までに 160 億円以上の増収を達成し， 

公債償還基金の計画外の取崩しから脱却 

令和３年度末公債償還基金残高(見込)        1,380 億円 

コロナ前（令和元年度）水準の収入の早期回復 約 70 億円 
更なる増収                 約 100 億円 

計画案には，こうした道筋を実現するための具体的な取組を記載し
ています（代表例を一部本冊子 7ページ以降にも記載） 

計画案のポイント 



  

 

2 

  

 

 

   

  本計画は，「はばたけ未来へ！ 京
みやこ

プラン２０２５」（京都市基本計画）（令和３

年３月策定）の「行政経営の大綱」に掲げる財政構造の抜本的な改革を着実に実行

し，公債償還基金の枯渇を回避するとともに，基金の計画外の取崩しからの脱却の

道筋を示すために策定するものです。 
 

 

 

計画期間は，令和３年度から７年度（５年間）としますが，とりわけ直近の令和

３年度から５年度の３年間は，現下の危機的な状況を克服し，持続可能な財政運営

への道筋をつけるため，特に重要な「集中改革期間」として位置付け，集中的な改

革に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 計 画 期 間 】令和３年度～７年度（５年間） 

【 集中改革期間 】令和３年度～５年度（３年間） 

１ 本市の財政構造とこれまでの財政運営における課題 

Ⅰ 行財政改革計画について（P3～） 

Ⅱ 本市財政の現状と今後の財政収支の試算（P4～） 

市税や地方交付税など通常の歳入だけでは賄えない場合に，やむを得ず活用して
いる財源対策で，①資金手当てのための市債(市の借金)と②公債償還基金の計画外
の取崩しの２つを指します。いずれも，実質的には将来世代への負担の先送りであ
り，本来活用すべきものではありません。 

＜①資金手当てのための市債＞ 
通常，市債は道路や施設等を建設する場合しか発行できませんが，特例的に発行

が認められている資金不足を補てんするための市債です。 

＜②公債償還基金の計画外の取崩し＞ 
公債償還基金とは，市債の返済のために，毎年度，計画的に積み立てている基金

です。本市の場合，やむなく返済期日が来る前に，財源不足を補てんするために取
崩しており，このままでは将来，返済期日が来たときに，返済に必要なお金が不足
します。本来，行ってはならない「禁じ手」です。 

特別の財源対策とは 

計画案の概要 

※令和3年度予算

＜本市の財政状況＞

支　　出
社会福祉関連経費，施設運営費，補助金，道路整備等の公共投資事業費，

市債の返済費用，職員の給与費など

　　　収　　入 財源不足

市民税・固定資産税などの税金，国からの地方交付税など
（一般財源収入）

△236
億円

施策に必要な財源が不足しており，特別の財源
対策（将来世代への負担の先送り）で補てん

国や他都市のサービス水準を上回る
施策を実施
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① 本市では，昭和の時代から，福祉，医療，教育，子育て支援など，国や他都市の

サービス水準を上回る施策を実施。一方，こうした施策を維持，継続するため，事

業の見直しや人件費の削減などの行財政改革を徹底。同時に，成長戦略を積極的に

推進。文化を基軸としたまちづくりは，都市の魅力向上につながり，コロナ禍前の

令和元年度には，市税収入が，過去最高の2,770億円（教職員給与費移管分を除く）。 

② 一方で，国の制度改正により地方交付税が大幅に削減。一般財源収入が伸びない

中で，高齢化の進展等に伴う社会福祉関連経費は累増し，財政状況は徐々に悪化。

収支バランスの不均衡が常態化し，財政は実質的に赤字状態。これを特別の財源対

策で補てん（将来世代へ負担を先送り） 

③ 国や他都市の水準を上回る本市の施策が，「無償で提供されるものではなく，  

現在及び将来の市民がその分の税負担を行うことで成り立っていること」，「他都市

より施策水準が高い分，より多くの税負担が必要であること」を十分に市民の皆様

と共有し，今後，更なる改革を徹底することが必要 

 

 

 
 

① 試算では，令和 3 年度以降 5 年間累計で 2,800 億円という巨額の財源不足が発生 

② 対策を講じず，これまでのように公債償還基金の計画外の取崩しで補てんすれば，

基金が令和 6 年度に枯渇。財源不足の補てんの手立てがなくなり，「財政再生団

体」に陥る。 

③ そうなれば，急激かつ大幅に市民サービスが低下※するため，こうした事態は何

としても避けることが必要 

※ 保育料は約４割値上げ，国民健康保険料は約３割値上げ，敬老乗車証の廃止，
本市独自の保育士の処遇改善・加配の廃止など。このほか，市民税や固定資産
税などの税率引上げ，施設使用料の大幅な値上げ，各種補助金の大幅カット等
も必要になると言われています。 

 

（単位：億円）
Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

支　出（①）
4,820 4,870 4,840 4,880 4,930

収　入（②）
4,320 4,290 4,310 4,300 4,320

財源不足額（②－①） △ 500 △ 580 △ 530 △ 580 △ 610

（令和2年11月時点の試算）

R3～R7の5年間の累計で△2,800億円

社会福祉関連経費，道路整備等の公共投資
事業費，市債の返済費用，職員の給与費等

市民税・固定資産税などの税金，国からの
地方交付税など（一般財源収入）

２ 今後の財政収支の試算と行財政改革の必要性 

重要！ 

重要！ 
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【健全な財政運営の確立に向けたイメージ】 

 

 

① 自治体の財政は，市民が受けるサービスの水準（支出）と市民負担の水準（市税

などの収入）を均衡させることが原則 

② 歳入歳出両面の改革（支出の減，収入の増）を進め，収支を均衡させることで，

特別の財源対策（将来世代への負担の先送り）から脱却を図っていく。 

③ これに向けて，まずは特別の財源対策のうち，公債償還基金の計画外の取崩しに

ついて，令和 15 年度までに脱却 

④ 令和 15 年度までの早期に脱却するため，歳出上限を設け，歳出改革，受益者負

担の適正化等を進めるとともに，都市の成長戦略等により，一般財源収入の増加（令

和元年度の水準に戻すことで＋70 億円，更に＋100 億円の増加をめざす）を図る。 

また，増加を続ける社会福祉関連経費について，経費の抑制と安定財源の確保す

ることで，公債償還基金の計画外の取崩しを行わない財政運営を実現・維持 

 

Ⅲ 持続可能な行財政への道筋（P17～） 

１ 今後の財政運営の考え方 

重要！ 
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① 本計画期間(令和 3～7 年度)中，市民生活を守りつつ，公債償還基金の枯渇を  

確実に回避するため，令和７年度の公債償還基金の残高を 1,000 億円以上確保する

ことを財政運営の「必達目標」として設定 

② 各年度の歳出上限（支出に必要な一般財源の上限）を設定し，必要な改革を着実

に推進することで，必達目標を確実に達成 

ア 経常的な経費 

 【総額の上限】令和３年度予算並の 3,260 億円程度 

  高齢化の進展等に伴う社会福祉関経費の増加に対しては，制度の持続可能性を図るため

の見直しにより，増加を抑制。それでもなお増加する社会福祉関連経費の財源には，人件
費（職員数 550 人の削減）の削減や，日々の市民サービスにかかる経費※の削減（令和３
年度予算から 14％削減）により確保。 

※施設運営費，福祉事業費，補助金，ごみ処理費用をはじめとする各種事業などの経費 

イ 公共投資事業費，市債の返済費用，公営企業等への負担金・出資金等 

 【総額の上限】令和３年度予算並の 1,350 億円程度 

  公共施設等の老朽化対策にかかる費用が増大する中でも，投資的経費を，直近５年間の
平均に抑制するとともに公共下水道事業への出資金を休止 

 

 

・令和３～７年度の財源不足 2,800 億円(試算時)を 1,156 億円以下に圧縮 
（５年間で 1,644 億円以上の財源を捻出）。 

・令和７年度の財源不足を 610 億円（試算時）から 230 億円程度まで圧縮 
・令和７年度の公債償還基金の残高を 1,000 億円以上確保 

 

（R1〜３は予算額　R4〜７は⽬安額。単位︓億円）

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 備 考

4,431 4,349 4,359 4,370 4,380 4,360 4,360

4,560 4,543 4,595 4,600 4,610 4,590 4,590

3,259 3,251 3,260 3,270 3,260 3,270 3,250 歳出上限

社会福祉関連経費 1,173 1,177 1,214 1,250 1,270 1,290 1,310 R3→R7
＋約100億円

人件費 1,524 1,509 1,479 1,480 1,460 1,470 1,450 職員数削減
R3〜R7△550人

消費的経費等 562 565 567 540 530 510 490 R3→R7
△77億円 △14％

1,321 1,312 1,352 1,360 1,350 1,340 1,350 歳出上限

投資的経費 187 154 127 170 170 170 170 年平均170億円に抑制

公債費 846 844 910 860 870 870 850

公営企業等への繰出⾦等 288 314 315 330 310 300 330 下⽔道事業への出資⾦休⽌（R3〜R7
△98億円）

0 0 0 10 10 10 10 不測の事態に備えて10億円を⾒込む

20 20 17 40 10 30 20 R4〜R7で100億円

△ 128 △ 193 △ 236 △ 230 △ 230 △ 230 △ 230

△65 △119 △181 △160 △160 △160 △160
うち公債償還基⾦の計画外の
取崩し

R3〜R7の5年間の累計の財源不⾜額を2,800億円か
ら1,156億円に圧縮

計画外の取崩しを抑制し，令和7年度末の
基⾦残⾼1,000億円以上(必達⽬標)確保

ウ　災害等の現時点
　　で額不明の歳出

エ　資産の有効活用

財源不⾜＝特別の財源対策
（①－②)

項 目

①歳入
（一般財源収入）
②歳出（一般財源）
ア＋イ＋ウ－エ

ア　経常的な経費

イ　投資的経費，公債
　　費，公営企業等へ
　　の繰出⾦

２ 公債償還基金の計画外の取崩しからの脱却に向けた計画期間中の取組 

 こうした取組 
により 
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③ 歳出改革や受益者負担の適正化等により必達目標を達成したうえで，都市の成長

戦略の効果（税収増等）の早期発現や資産の有効活用，更なる歳出見直し，国に対

する地方税財政制度の拡充等の要望，新税・超過課税等の課税自主権の活用の検討

により，必達目標を上回る財源確保を目指す。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 
本計画期間中，特別の財源対策を行わないとすると，P5 の表に示すとおり，230

億円の収支不足をただちに埋める必要があります。そのためには，例えば，機械的
な試算ですが，以下のような規模の見直しが必要となり，市民生活への影響が非常
に大きくなります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

一般財源
１　歳出削減で対応する場合（以下の事業の約8割の規模）

保育士の処遇改善等の保育所等への助成，市
独自の保育士の加配

60億円

敬老乗車証制度(利用者数15万人） 52億円

市独自の保育料の軽減(7割程度に軽減) 16億円

下水道事業繰出金(これまでの浸水対策など公
費で負担すべき雨水処理に要する経費)

85億円

国民健康保険事業繰出金(保険料軽減) 52億円

予防接種費(自己負担引き下げ) 18億円

２　税負担の増で対応する場合

固定資産税（1.4％→1.45％） 40億円
法人市民税(法人税割)（8.2％→8.4％） 5億円
大規模な新税の導入 185億円

項目

事業の廃止

国基準(地方交付
税措置)を上回る
部分の削減

税率引上げ

特別の財源対策を行わない場合の見直しの規模 
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民間委託や，民間活力を活かした効果的・効率的な事業推進 

 

 

毎年約 500 件支出している補助金を総点検 

補助率の上限設定等を定めたガイドラインを作成し補助金の効率化を推進 

   

   全てのイベントを費用対効果等の観点で点検し，事業数を大幅に見直し。削減

により生み出される人員を，市民のいのちと暮らしを守る事業に重点的に配置 

   

公の施設の使用料・利用料金や行政サービスの手数料を点検し適正化。目的

外使用許可等における減免や市営住宅家賃減免制度についても見直し 

  

守るべき理念は維持しつつ，施策の持続可能性を確保するため，見直しを実施 

 

 

 

デジタル化や働き方改革の推進による行政事務の徹底した効率化，組織の再

編・合理化の検討や管理運営費等の縮減を推進 

 

 

 

  

   自治体情報システムの標準化・共通化に向けた業務プロセスの点検・見直し，
行政手続のオンライン化，マイナンバーカードの普及促進，戦略的なデータ利活
用の推進等 

 

国に対し必要な予算措置や制度改正等を強く求めるとともに，府市の二重行政
の課題の解消はもとより，全国トップ水準の府市協調を新たなステージへと発展 

 

新税，超過課税等の導入をはじめとした課税自主権の活用を図るとともに，市
税等の徴収率の向上と効果的かつ効率的な債権回収を推進 

行財政改革 １  事業見直しや受益者負担の適正化等（P26～） 

Ⅳ 行財政改革の取組（P25～） 

・ごみ収集運搬業務の更なる民間委託化 
・公共土木施設の一元管理に伴う除草や樹木剪定などの民間委託の推進 
・民間活力を活かした都市基盤整備（東九条地区，桃陵団地の再整備等） など 

・行政計画や行政評価のあり方検討 
・子どものより良い教育環境の実現のための学校・幼稚園統合の推進 
・まち美化事務所の再編，土木事務所とみどり管理事務所の統合・機能強化 など 

２ 補助金の見直し 

３ イベントの見直し 

１ あらゆる主体との適切な役割分担，民間活力の最大限の活用 

４ 使用料・手数料など受益者負担の適正化 

５ 国や他都市の水準を上回って実施している施策等の見直し 

６ 行政事務の徹底した合理化 

７  

８ 国への要望・連携強化，府市協調の更なる進化 

９ 課税自主権の活用，債権回収の全市的推進 

・保育園等に対する人件費をはじめとした本市独自の補助金の見直し 
・保育料，学童クラブ事業に関する利用料の改定 
・障害児通所支援に係る本市独自の利用者負担軽減の見直し 
・敬老乗車証の交付開始年齢の段階的引上げ，利用者負担額の引上げ など 
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投資的経費の一般財源の上限を，単年度あたり 170 億円に抑制，市債発行を単
年度あたり平均 380 億円以内（調整債を含めて 400 億円） 

 

事後保全ではなく，施設の特性に合わせた予防保全の考え方を徹底。投資的経
費の予算の範囲内において，必要な維持修繕を着実に実施 

行財政改革 ３  公共施設のマネジメントと資産の戦略的な活用（P39～） 

 

社会構造の変化，民間等類似施設の充実，施設機能等を踏まえた施設総量の縮
減や，受益者負担の見直し，独自収入確保等による市負担の縮減 

 

 

 

市全体に効果が波及する戦略的な活用を推進 

 
 
安定経営に向けた中長期の経営計画を策定し，経営健全化の取組を推進 
全会計連結の視点から，本市財政(一般会計)から下水道事業への繰入金を休止 

 

特別会計における収支改善による一般会計からの支援を縮減。 
各会計における自立化の強化。 

 
自律的な経営を進め，あり方についても点検・検証を実施 

 
 

令和 3～7 年度の５年間で必要な増員 120 人確保したうえで，新たに 670 人削
減，差し引き 550 人以上の削減を目指して職員数を削減 

 

徹底した業務の効率化や意識転換，多様で柔軟な働き方の推進等により時間外
勤務を令和元年度比 2 割縮減 

 

   令和 3 年度から 5 年度までの 3 年間で給与カット等により 50 億円を捻出 

 

   勧告制度の下，社会情勢等も踏まえつつ，不断の点検・見直しを実施 

行財政改革 ２  投資的経費のマネジメント（P38～） 

行財政改革 ４  全会計連結による改革の視点（P43～） 

行財政改革 ５  組織・人員体制の適正化，人件費の削減（P46～） 

１ 投資的経費の規模の抑制 

２ 施設のライフサイクルコストの最適化 

１ 公共施設のマネジメント 

２ 資産の積極的かつ戦略的な活用 

１ 公営企業（自動車運送事業，高速鉄道事業，水道事業，公共下水道事業） 

２ 特別会計（ ） 

３ 外郭団体 

１ 職員数総数の削減 

２ 徹底的な働き方改革の推進 

３ 短期的な人件費抑制（給与カット等３年間で 50 億円捻出） 

４ 給与制度の点検・見直し 

・市営住宅の団地再生事業 
・地域リハビリテーション推進センター，児童福祉センター，こころの健康増進セン

ターの３施設一体化整備事業 
・図書館の統合・再配置の検討 
・男女共同参画センター，健康増進センター，野外施設のあり方検討 など 
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財政の健全化には，担税力の強化をはじめとした取組の推進が不可欠です。 

税収やふるさと納税などの税外収入の増加を図るためには，地域企業の下支えはも

とより，「時代の潮流」と京都の「強み」を掛け合わせ，新たな価値を創造し，「暮ら

す」「働く」といったまちとして，ひとと企業に選ばれるための戦略が重要です。 

都市の強みを税収増加につなげるための単純で明快な道筋はなく，容易なことでは

ありませんが，高い目標を掲げ，失敗を恐れない「挑戦と改革」を決意し，取組を進

めていかなければなりません。 

また，高い目標を実現するには，目標の具体的イメージを共有することが必要です。

このため，京都市基本計画で掲げている分野横断的な「時代の潮流」（文化力，ＳＤＧ

ｓ，レジリエンス，Society 5.0 等）と京都の「強み」を掛け合わせ，「新たな価値」

を創造する中長期的な都市のあり様を「５つの都市デザイン」として描き，都市デザ

インの重要な要素となる状態を「キーポイント」として共有し，スピード感を持って

トライアル＆エラーを繰り返しながら具体的な取組を創造的に生み出す「チャレンジ」

を企画・実施していくことで，従来の発想にとらわれない異次元の取組を進めます。 

「チャレンジ」は，企画・推進中の取組を特に担税力強化の視点で高度化・先鋭化

するとともに，新機軸の発想を加えることが必要です。そのため，本計画においては

例示的に示しつつ，外部知見など新たな風を吹き込み，徹底した市民目線をもって職

員力を一層高め，「挑戦と失敗を恐れない創造的な組織」へと変革しながら，取組の具

体化や新たなチャレンジを企画・実施していきます。 

 

都市デザイン １ 若い世代に選ばれる千年都市（P51～） 

 

 

 

 

 

＜チャレンジ（例）＞ 

◆ 京都の大学の新卒者等の市内企業就職に向けた施策の充実 

◆ 近隣都市との連続性・一体性を考慮した都市計画の見直し など 

 

都市デザイン ２ 文化と経済の好循環を創出する都市（P52～） 

 

 

 

 

＜チャレンジ（例）＞ 

◆ 国内外からの投資，支援を呼び込む仕組みを構築 

◆ アートの国際的な拠点としてのブランドを確立 など 

 

 

Ⅴ 都市の成長戦略（P50～） 

 
・「暮らしたい」，「働きたい」まちとしての評価を獲得している  

・京都で学んだ学生が，京都で暮らし続け，地域企業の担い手等として活躍している 

など 

キーポイント 

 
・アート市場の活性化など，新たな経済的価値が創造されている 

・観光の効果が幅広い産業への投資やふるさと納税の増加等に結び付いている など 

キーポイント 
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都市デザイン ３ 持続可能性を追求する環境・グローバル都市（P53～） 

 

 

 

 

 

＜チャレンジ（例）＞ 

◆ ＳＤＧｓに寄与する新たなビジネスを成長産業として支援 

◆ 京都版・脱炭素型ライフスタイルを構築し，地域の脱炭素化を先導 など 

 

都市デザイン ４ 「知」が集うオープン・イノベーション都市（P54～） 

 

 

 

 

 

＜チャレンジ（例）＞ 

◆ ソーシャル・イノベーションと行政改革を両輪で推進 

◆ 成果連動型民間委託とソーシャル・インパクトボンドの最大限の活用 など 

 

都市デザイン ５ 伝統と先端が融合するデジタル創造都市（P55～） 

 

 

 

 

 

 

 

＜チャレンジ（例）＞ 

◆ 「京都カード・京都ポイント」施策による利便性の向上等 

◆ 過去最高（令和２年度）を記録したふるさと納税額を一層拡大 など 

 

 
・世界から環境先進都市としての評価を獲得している 

・省エネルギー等の技術革新が進み，国内外から投資を呼び込んでいる など 

キーポイント 

 

・優秀な起業家等が京都で生まれ，また世界から移住している 

・社会課題解決型の成長産業分野で付加価値の高い産業が創出されている など 

キーポイント 

 
・国内外から投資を呼び込み，その資金が市内で循環する京都デジタル経済圏が成長して

いる 

・先端技術の活用・デジタル化の浸透等により，国内外の人の受入環境や企業のビジ

ネス環境が整備されている など 

キーポイント 

例示として掲げた「チャレンジ」のアイデアをご提案ください。 



  

 

 

 

  



  

 

 

 

御意見（パブリックコメント）を募集中です 
 

提出方法 

 ホームページの意見入力フォーム，郵送，FAX，電子メール，持参のいずれかの方

法でご意見をお寄せください。 

 様式は自由ですが，裏面の「御意見記入用紙」を利用いただくこともできます。 

 

 〇 郵送による提出 

〒６０４－８５７１ 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488 番地 

  京都市 行財政局 財政室 あて 

 

 〇 FAX による提出 

    FAX 番号：０７５－222—328３ 

 

 〇 ホームページの意見送信フォームによる提出 

    https://sc.city.kyoto.lg.jp/multiform/multiform.php?form_id=4668 

    以下の二次元コードからアクセスできます。 

 

 

 

 

 

募集期間 

令和３年６月１２日（土）～７月１１日（日）【必着】 

 

・ この意見募集で収集した個人情報については，京都市個人情報保護条

例に基づき適切に取り扱い，他の目的に利用することは一切ありません。 

・ 提出いただいた御意見については，募集の終了後に，その概要及び御

意見に関する本市の考え方をとりまとめたうえ，京都市ホームページに

て公開します（個別の回答は行いません。）。 

・ 提出いただいた書類等については，返却いたしませんので，御了承く

ださい。

 

https://sc.city.kyoto.lg.jp/multiform/multiform.php?form_id=4668


行財政改革計画案 御意見記入用紙 

宛先 ＦＡＸ ０７５－２22－328３ （京都市行財政局財政室行き） 

Ⅰ 行財政改革計画について 

 

 

 

Ⅱ 本市財政の現状と今後の財政収支の試算 

 

 

 

Ⅲ 持続可能な行財政への道筋 

 

 

 

Ⅳ 行財政改革の取組 (該当する項目を☑してください) 

□ 行財政改革 １ 

□ 行財政改革 ２ 

□ 行財政改革 ３ 

□ 行財政改革 ４ 

□ 行財政改革 ５ 

 

 

 

 

 

 

V 都市の成長戦略 

 

 

 

Ⅵ 改革の推進体制 

 

 

 

その他（上記以外） 

 

 

 

以下の欄は，御意見を取りまとめる際の参考といたしますので，差し支えなければ御記入く

ださい。(該当する項目を☑してください) 

年齢 
□ １０歳代以下 □ ２０歳代 □ ３０歳代 □ 40 歳代  

□ ５０歳代 □ ６０歳代 □ ７０歳代以上 

性別 □ 男     □ 女    □ （     ） 

住所 □ 京都市（      区）   □ 京都市外（       ） 

 

キ 

リ 

ト 

リ 
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